
派遣労働者実態調査 

【一般統計調査】 

【実施機関】 

厚生労働省政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室 

【目的】 

労働者派遣の実態について、事業所側、労働者側の双方から把握し、労働者派遣法改

正前後及びリーマンショック以降の実態の変化の把握も可能とすることで、労働者派遣

制度に関する諸問題に的確に対応した施策の立案等に資することを目的とする。 

【沿革】 

平成 16 年 3月に改正労働者派遣法が施行されたことに伴い、事業所及び労働者に与え

る影響への実態把握が必要であることから、平成 16年に第 1回調査、続いて 20年に第 2

回目調査を実施し、今回が第 3回目となる。調査事項は一部変更される。 

【公表】 

インターネット及び印刷物（概況：平成 25 年 8 月まで、結果報告書：平成 26 年 3 月ま

で） 

【調査の構成】 

1－事業所票 

2－派遣労働者票 

 
1－事業所票（平成 24年） 

【調査対象】 

（地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本産業分類に掲げる「鉱業，採石業，砂

利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業（家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サー

ビス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。」に属し、常用

労働者を 5人以上雇用している事業所。 

【調査方法】 

（選定）無作為抽出 （客体数）17,000／1,900,000 （配布）郵送（取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成 24年 10月 1日現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 

（周期）不定期 （実施期日）平成 24年 9月 28日～10月 15日 

【調査事項】 

1.事業所の属性、ア.事業所が属する企業規模、事業所の常用労働者数、イ.就業形態・

性・雇用期間の定めの有無別労働者数 
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2.派遣労働者を就業させる主な理由 

3.派遣労働者を受け入れない主な理由 

4.派遣労働者の業務、ア.派遣労働者が就業している業務内容、イ.医療関連業務の業

務内容、ウ.医療関連業務の派遣事由 

5.派遣契約件数（派遣業務・派遣契約期間別） 

6.派遣契約件数（派遣業務・通算派遣期間別） 

7.3 年前と比べた派遣労働者数の変化 

8.派遣先責任者の人数 

9.過去 1年間の教育訓練・能力開発の実施の有無及び内容 

10.過去 1年間の労働者派遣契約の中途解除の有無及び理由 

11.過去 1年間の派遣労働者からの苦情について、ｱ.苦情の申し出の有無、ｲ.苦情の件

数、ｳ.苦情の内容、ｴ.苦情の解決状況 

12.派遣労働者の正社員の登用制度について、ｱ.正社員登用制度の有無、ｲ.過去 3年間

の派遣労働者の正社員登用の有無 

13.紹介予定派遣について、ｱ.紹介予定派遣制度の利用の有無、ｲ.過去 1年間の紹介予

定による派遣労働者数、ｱ.過去 1 年間に紹介予定派遣を経て直接雇用に結びついた

労働者数、ｴ.紹介予定派遣制度の今後の利用方針 

14.請負労働者について、ｱ.請負労働者の有無、ｲ.物の製造を行っている請負労働者の

有無ｳ.物の製造を行っている請負労働者数、ｴ.請負契約による発注量の今後の見通

し 

15.今後の労働者比率の方針 

2－派遣労働者票（平成 24 年） 

【調査対象】 

（地域）全国 （単位）個人 （属性）日本産業分類に掲げる「鉱業，採石業，砂利

採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業（家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サー

ビス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。」に属し、常用

労働者を 5人以上雇用している事業所において就業している派遣労働者。 

【調査方法】 

（選定）無作為抽出 （客体数）19,000／1,200,000 （配布）郵送（取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成 24 年 10 月 1 日現在 （系統）配布：厚生労働省－民間事

業者－事業所調査対象事業所－報告者、回収：報告者－厚生労働省 

【周期・期日】 

（周期）不定期 （実施期日）平成 24年 10月 12日～平成 24年 11月 30日 
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【調査事項】 

1.個人の属性、ｱ.性、年齢階級、ｲ.同居家族の有無及び同居家族の続柄、ｳ.主な収入

源、ｴ.最終学歴又は在学の状況、学校卒業後の最初の就業形態 

2.これまでの派遣就業に関する状況、ｱ.派遣で働いた通算期間階級、ｲ.これまで働い

た派遣先事業所数 

3.現在の派遣就業に関する状況、ｱ.派遣の種類、登録型派遣労働者の派遣元事業所の

登録数、ｲ.派遣業務の種類、ｳ.医療関連業務の場合の業務内容、ｴ.業務の技術・技

能を習得した方法、ｵ.派遣元との雇用契約の期間階級、ｶ.派遣先での同一業務の継

続期間階級、ｷ.登録型派遣労働者の派遣先での同一業務の雇用契約更新回数、ｸ.9月

最後の 1週間の実労働時間数階級、残業の頻度、ｹ.年次有給休暇付与の有無、過去 1

年間の年次有給休暇取得日数階級、ｺ.賃金（時間給換算額）、ｻ.賃金（時間給換算額）

の満足度、満足していない場合の理由、ｼ.諸手当等の支給の有無、支給内容、ｽ.昨

年 1 年間の給与収入、派遣労働による年間収入、ｾ.過去 1 年間の苦情の申し出の有

無、苦情の内容、苦情の申出先、解決状況 

4.派遣元・派遣先への要望、ｱ.派遣元への要望の有無、要望の内容、ｲ.派遣先への要

望の有無、要望の内容 

5.紹介予定派遣について、ｱ.紹介予定派遣の周知状況、ｲ.今後の利用希望 

6.今後の働き方の希望 

（平成 28 年 11 月更新、総務省統計局「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」：

平成 24 年 9 月 14 日承認） 
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